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役員の明確な意志（想い）は組織のポテンシャルを最大限に引き出します

目指す姿を作成する必要性

業務のベクトルを合わせる

…

組織を正しい方向に導く
リーダーの育成

＋
各個人の自律性を強化

↓

組織のポテンシャルを
引き出す

推進リーダーの育成 個人のモチベーション強化

◼ 組合が取り組むべき戦略

テーマについて、事業の壁を

越えて総合事業の強みを発

揮させます

◼ 目指す姿をミドル層（中核職

員）が深く理解し、共感する

ことで、組織の末端まで目指

す姿を浸透させます

◼ ミドル層が目指す姿を自らの

言葉で配下職員に伝えられ

るようにします

◼ 個人が遂行する日常業務

（ルーチンワーク）と目指す

姿との連携を説明すること

で、業務の意義を明らかに

し、目標達成を自律的に目

指すよう動機づけます
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本来、役員の想いを具体化し、職員（の気持ち）を動かすはずの中期経営計画が職
員に受け入れられず形骸化しています

中期経営計画の問題点

理想論や前年対比にもとづく目標設定であり、現場の職員の目標数値に対する納得感が低く中期経営計

画が形骸化しています

◼ 環境変化を反映せず前年対比で目標設定されているため、職員の目標に対する必達の意識がない

◼ 形式的に整えられているだけで役職員の想いが反映されていないために、実行段階において不満・言

い訳ばかりでてくる

組合の都合が優先され、短期的な予算達成や収支改善ありきの計画で、組合員・利用者の関心が置き去

りにされており、職員の共感を得られず中期経営計画が形骸化しています

◼ 事業別の計画数値をまとめただけで、組合員・利用者、職員に対して「農協が何をすべきなのか」という

農協事業の意義・目的が検討されていない

◼ 外野からの声に振り回され、形式を整えることに集中し、組合員の真の期待に応えられない

「組合員の生活向上」、「次世代対策」、「組合員の囲い込み」などお題目が並んでいるだけで、具体的な

行動計画に落とし込まれていないため、解決すべき課題への取り組みがおざなりになり中期経営計画が

形骸化しています

◼ 成果（達成状況）を定義し、測定するという観点がない

◼ プロセス目標を設定し、目標達成に向けて進捗状況を管理するという観点がない

前例踏襲の

中期経営計画

組合目線の

中期経営計画

具体性のない

中期経営計画
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実現したい/実現すべき将来像（目指す姿）を描く

役員の「想い」を反映した農協の将来像を明確に示すように助言・指導します

農協の現状

中期経営計画

農協の将来像

論理的に積み上げられた事業計画

環境分析に基づいた定量目標・定性
目標の設定により財務数字の達成に
向けた道筋を示した計画

◼ 定量目標：数値的な目標
◼ 定性目標：数値に関わらない目標

役員の実現したい将来像

役員がこの農協で達成したいことであ
り、何のために農協事業をするのかと
いう質問に対する答え

整
合

中期経営計画の策定には役員の「想い」が何より
大切です。それと同時の考え抜かれた計画がな
ければ実行はおぼつきません。
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（参考）組合員・職員の心に訴えかけ、目指す姿に対する共感を生み出すのは、デー
タにもとづく「客観性」よりも役員の“やりたい”という「熱意」です

組合を動かす役員の覚悟

データ ＜ 意志

分析 ＜ 想い

客観性 ＜ 熱意
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“何としても二階に上がりたい、どうしても二階に上
がろう。この熱意がハシゴを思いつかせ、階段を作
りあげる。上がっても上がらなくてもと考えている人
の頭からは、ハシゴは生まれない。”

－松下幸之助（パナソニック創立者）
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